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Ⅲ．８つの分野横断的な課題の解決
５．労働市場改革
（１）現状と課題
労働供給制約下にある中、労働生産性の向上を図るとともに、労働者の希望に応じて、労働移動の

円滑化や、心身の健康の維持を前提とした労働参加の拡大を図る労働市場改革が必要である。中でも、
17の戦略分野における投資を加速し、持続的成長につなげるためには、17の戦略分野にとどまらず、
これらを支える建設や医療・介護・障害福祉を始めとした社会インフラ関連分野を含め、現場人材
から高度人材に至る幅広い人材の育成・確保や、省力化を含めた生産性向上に向けた取組を進める
ことが極めて重要である。そのため、以下のような人材育成の取組を進めるとともに、建設や医療・
介護・障害福祉等の分野において、持続的な賃上げを図り、必要な担い手の確保を進めていく必要が
ある。

（２）対応の方向性
③講ずるべき施策パッケージ
ⅰ）処遇向上に向けたリ・スキリング支援や労働生産性向上

（略）あわせて、これらの分野での生産性向上等に向け、関係省庁で連携して好事例や支援ツー
ルの収集・整理を行い、ハローワーク等の労働関係機関や中小企業団体などにおける活用を図る。
（略）

ⅱ）円滑な労働移動の促進 （略）
ⅲ）多様な人材の労働参加の促進 （略）
上記ⅰ）～ⅲ）の施策を進める上で、企業における人材マネジメントへの支援が重要であり、働

き方改革推進支援センターを中心として、労働基準監督署やよろず支援拠点等との連携を強化する
ことにより、労務関係のみならず、生産性向上に向けた様々な経営課題の相談にも対応できる新た
なネットワークを構築し、中小企業・小規模事業者に対して総合的な支援を実施する。



日本成長戦略会議 労働市場改革分科会 とりまとめ①（抜粋）
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１ 処遇向上に向けたリ・スキリング支援や労働生産性の向上
（２）社会インフラ関連分野の労働生産性の向上、担い手の確保

【分科会での意見】
○ 本分科会においては、労働力供給制約下においても、将来にわたって必要な社会サービスを確保するために、
こうした社会を支える社会インフラ関連職の安定的な確保や労働生産性の向上に取り組むことは、国民の安心・
安全を確保する観点から極めて重要な課題であることについて、構成員の意見が一致した。

○ こうした取組の在り方については、（略）
・ 労働生産性向上に向けた人材や設備投資等への支援を、政府として複数年度にわたって継続的に進めるとともに、
労働生産性の向上を通じて、現場の負担の軽減や職場環境の改善を実現していくことより、離職の防止やこれらの
分野への労働移動を促していくべき

・ 現場の労働生産性向上に向け、例えば、当該分野の体系的な知識や技術を使いこなして現場の労働生産性向上を
リードする人材や現場の作業プロセス全体を改善して組織全体の労働生産性向上を推進する人材など、いわゆる
「アドバンスト・エッセンシャルワーカー」の育成について、更なる取組を進めていくべき

・ 社会インフラ関連分野等の労働生産性向上や、「アドバンスト・エッセンシャルワーカー」の育成・確保に当たっ
ては、設備投資等の支援だけでなく、関係省庁と連携を図りつつ、現場の事業所への伴走支援も必要

・ こうした分野の人材確保は、市場メカニズムに任せるだけでは不十分であり、地域において、ハローワークの取組
を更に強化するとともに、公的機関と民間の人材サービスが提供する多様なマッチングサービスとの連携を含め、
人材確保に向けた取組を進めていくことが重要 といった意見があった。

【人材育成も含めた労働生産性向上に向けた取組】
● 社会インフラ関連分野の労働生産性向上やいわゆる「アドバンスト・エッセンシャルワーカー」の育
成・確保に向けて、労働生産性向上のための設備投資などの関連施策と連携をしつつ、必要なスキルの見え
る化や実効性のある教育訓練プログラムの開発、訓練受講のための支援、こうした人材を育成する専門学校
の教育の高度化支援を図る必要がある。併せて、関係省庁と連携の上、好事例や支援ツールの収集・整理を
行うとともに、ハローワーク等の労働関係機関や中小企業団体などにおける活用を図る必要がある。



日本成長戦略会議 労働市場改革分科会 とりまとめ②（抜粋）
（令和８年６月２日）

5

４ 中小企業をはじめとした、企業の人材マネジメントへの支援

【分科会での意見】
○ （略）労働力供給制約下にある我が国の労働市場では、人的資本投資の促進や更なる労働参加の促進といった供
給力強化に向けた労働市場改革を進めていく必要があるが、こうした改革は、単に法制度や施策を変更するだけで
実現するものではなく、 各企業において、労使の話合いにより、
・ 経営戦略に連動した人材戦略の策定と実践
・ 希少化する人材から最大限の成果を引き出す人材活用
・ 事業としての付加価値を高めていくために求められる人材を育成する能力開発
・ 「ワークエンゲージメント」の向上含め、多様な人材が定着し、安心して働ける職場づくり
といった人材マネジメントが進められていくことを通じて実現するものである。（略）

○ こうした企業の人材マネジメントへの支援については、
・ 人材戦略上の課題を抱える中小企業に対して、個々の企業が抱える課題に応じた効果的な支援を行う上では、経
営課題への対応と一体となって取り組むことが重要であり、働き方改革推進支援センターをはじめとした関係機
関がそれぞれの役割分担を明らかにした上で連携しながらその機能を強化し、プッシュ型の伴走支援を行ってい
くことが必要ではないか

・ 労働生産性の向上に向けて企業の組織・人事戦略上の課題を抱える経営者やマネージャー等に対する支援が重要
であり、こうした経営者等と課題解決に導くコンサルタントをマッチングさせるような支援も考えられるのでは
ないか

・ 支援を行うに当たっては、特に成長を志向し、地域を牽引するような優れた経営を行う企業や、地域のコミュニ
ティーや医療・福祉といった地域の社会インフラを支える企業などに対して人材マネジメント強化のための支援
など重点的な支援を行っていくべきではないかといった意見があった。

【人材マネジメント強化のための新たな中小企業支援ネットワークの構築】 
● 働き方改革推進支援センターを中心として、よろず支援拠点等との相互連携を強化することにより、労務
相談のみならず、経営課題の相談にも対応できる新たなネットワークを構築し、中小企業・小規模事業者に
対して総合的な支援を実施する必要がある。

【人材マネジメント強化のための個別支援策の充実】 
● また、以下の取組を進める必要がある。（略）
・ 働き方改革推進支援センター等の関係機関と連携し、ハローワークにおいても、人材確保や職場定着の
ための求人者への助言・情報提供を行う必要がある。


	スライド 1: 関連する政府決定等
	スライド 2: 日本成長戦略会議の検討体制
	スライド 3: 日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）
	スライド 4: 日本成長戦略会議　労働市場改革分科会　とりまとめ①（抜粋） （令和８年６月２日）
	スライド 5: 日本成長戦略会議　労働市場改革分科会　とりまとめ②（抜粋） （令和８年６月２日）

